
12.現状・課題及び論点

○ 本人のニーズに対応した権利擁護支援が行われるためには、地域における支援体制の整備が不可欠であり、これま

でも、市町村においては、基本計画に基づき、中核機関の設置を進めてきた。

○ これにより、中核機関の設置率は約８割になったが、特に小規模市町村において設置が進んでいないのが現状。

○ また、中核機関が設置されている場合でも、その機能の発揮の状況は各市町村で区々であり、令和７年度の調査研

究事業等においても、一次相談窓口におけるアセスメントのあり方など、様々な課題が指摘されている。

○ 厚生労働省においては、このような状況を踏まえつつ、市町村における中核機関の設置や機能強化を促進するため、
①都道府県と小規模市町村が協同して中核機関を設置した事例など、中核機関の立上げに係る好事例の発信・共有、
②体制整備に関する国研修の実施、③Ｋ-ねっとを通じた市町村・中核機関等における相談体制の強化、④中核機関の
機能強化のための取組ポイント集の作成・周知などを行ってきた。

○ 今般の社会福祉法の改正では、第二期基本計画に定める権利擁護支援の地域連携ネットワークが有する３つの支援
機能を念頭に、権利擁護支援に係る市町村の事務について努力義務として明確化するとともに、その中核的な役割を
担う機関として「地域権利擁護相談支援センター」を法に位置づけている。今年度の調査研究事業においては、中核機
関の法定化に伴う運営マニュアルの改訂を行うこととしている。
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○ 今後、全国の市町村において地域権利擁護相談支援センターが設置されるために、現在の設置状況や制度改正の動

向を踏まえつつ、どのような対応が必要と考えられるか。

○ 第二期基本計画で整理された地域連携ネットワークの支援機能について、地域権利擁護相談支援センターを中心に

引き続き強化を図る観点から、どのような取組が必要と考えられるか。
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